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Ⅰ 事前協議の指導基準 

 

 事前協議申出書を提出する前に、計画している土地開発事業の内容が次の基準に適合している

ことを十分に確認してください。 

 

１ 土地開発事業に関する構想又は計画に対する適合性 

(1) 
次の計画の対象地域の整備発展の基本的方向に反していないこと。 

次の計画に定められた土地利用区分等から見て明らかに不適当でないこと 

 ア 岐阜県長期構想、国土利用計画法による県計画及び岐阜県土地利用基本計画 

 イ 市町村基本構想、国土利用計画法による市町村計画 

 
ウ 都市計画区域、農業振興地域、地域森林計画区域、自然環境保全地域及び自然公

園区域等に係る土地利用の計画 

(2) 次に掲げる区域を含まないか、その指定の趣旨に反しないものであること。 

 ア 農業振興地域の整備に関する法律に基づく農用地区域 

 イ 国の直轄、国又は県の補助若しくは融資に係る農林業に関する事業の実施区域及

び土地改良に基づく土地改良事業実施区域 

 ウ 自然環境保全法に基づく原生自然環境保全地域、自然環境保全地域の特別地区並

びに岐阜県自然環境保全条例に基づく自然環境保全地域の特別地区及び緑地環境保

全地域の特別地区 

 エ 自然公園法に基づく国立公園及び国定公園の特別地域並びに岐阜県立自然公園条

例に基づく県立自然公園の特別地域 

 オ 森林法に基づく保安林、保安施設地区及びこれらの指定予定の森林 

 カ 砂防法に基づく砂防指定地、地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域、急傾

斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域、岐阜県

建築基準条例に基づく災害危険区域及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律に基づく土砂災害特別警戒区域 

 キ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護区の特別

保護地区及び岐阜県希少野生生物保護条例に基づく指定希少野生生物保護区 

 ク 都市計画法に基づく風致地区、特別緑地保全地区及び市街化調整区域 

 ケ 文化財保護法及び岐阜県文化財保護条例に基づく指定・選定等区域、伝統的建造

物群保存地区並びに周知の埋蔵文化財包蔵地 
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２ 公共施設及び公益的施設の整備計画に対する適合性 

(1) 
土地開発事業が、次の公共施設・公益的施設の構造の安全性や機能を阻害すること

が予想される場合、これらの施設のための適正な整備計画があるか。 

 ア 道路、橋りょう、駐車場その他の交通に係る施設 

 イ 河川施設 

 ウ 砂防施設 

 エ 街路、公園、緑地その他の都市施設 

 オ 農業用施設（かんがい用水路、排水路、ため池、農道等） 

 カ 林業用施設（林道、治山えん堤等） 

 キ 上水道、簡易水道等の水道施設、工業用水道 

 ク 下水道、都市下水路 

 ケ ごみ、し尿その他の廃棄物収集、処理施設 

 コ 教育施設 

 サ 社会福祉施設 

 シ 集会施設 

 ス 消防施設 

 セ その他の公共施設及び公益的施設 

(2) 

土地開発事業の施行によって(1)に掲げる公共施設又は公益的施設の整備計画の施

行に支障を生じ又は計画の変更を必要とすることとなる場合において、当該支障の排

除その他事業者においてとるべき措置について適正な計画を有しているものであるこ

と。 

(3) 
太陽光発電施設の設置を目的とした開発行為については、防災や景観等の観点での

住民説明会の実施等、地域住民の理解を得るための取り組みを行うこと。 

 

 

３ 自然環境の保全等 

(1) 貴重な自然植生の減少又は改変が明らかに著しいものでないこと。 

(2) 貴重な動物の生息環境が明らかに著しく悪化するものでないこと。  

(3) 優れた風致、景観を保全することが明らかに困難なものでないこと。 

(4) 
開発区域外の周辺地域の自然環境との調和を図ることが明らかに困難なものでない

こと。 

(5) 
がけ崩れ、土砂の流出、地すべり、出水、渇水等の災害が明らかに起きる恐れがあ

るものでないこと。 

(6) 開発区域内に地域の重要な用水の水源を含むものでないこと。 

(7) 用水の水源に明らかに悪影響を及ぼすおそれのあるものでないこと。 

(8) 
開発区域内外の既存の道路、河川、その他の機能を確保することが明らかに困難な

ものでないこと。 
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(9) 
開発区域周辺の学校、幼稚園、保育所、病院、診療所、集会所、その他の公益的施

設の安全確保及び維持管理に明らかに支障を生ずるものでないこと。 

(10) 開発区域周辺の人家及び住民に対して危害の生ずる恐れのあるものでないこと。 

(11) 

土地開発事業の施行に起因して発生する汚水、廃棄物、大気汚染、騒音、振動、悪

臭、土壌汚染、地盤沈下等により開発区域及びその周辺の地域の生活環境を明らかに

悪化させる恐れのあるものでないこと。 

(12) 

ゴルフ場の建設事業にあっては、ゴルフ場内において、森林の保全、森林の保全、

貴重な山野草等の保護育成、食餌となる樹木の植栽等による野鳥、昆虫、魚類の生息

環境づくり等による快適な環境の形成及び病害虫以外への影響の少ない農薬の使用、

農薬使用量の抑制、農薬及び化学肥料の流出防止等開発区域周辺の環境汚染防止を図

るための対策が考慮されたものであること。 

 

 

４ その他 

(1) 
周辺の状況、公共の水道計画等からみて、水源を確保することが明らかに困難なも

のでないこと。 

(2) 
土地開発事業の実施によって、当該地域及び周辺地域に重大な支障を与えないもの

であること。  

(3) 

ゴルフ場の建設事業にあっては、当該土地開発事業が実施されることにより当該開

発区域を含む市町村における開発可能地の残余が著しく減少し、当該地域の土地利用

構想に重大な支障をおよぼすものでないこと。 
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Ⅱ 開発協議の指導基準 

 

１ 計画調整基準 

 開発協議申出書を提出する前に、計画している土地開発事業の内容が次の基準に適合してい

ることを十分に確認してください。 

 

１－１ 公共施設及び公益的施設の整備計画に対する適合性 

(1) 
土地開発事業が、次の公共施設・公益的施設の構造の安全性や機能を阻害することが
予想される場合、これらの施設のための適正な整備計画があるか。 

 ア 道路、橋りょう、駐車場その他の交通に係る施設 

 イ 河川施設 

 ウ 砂防施設 

 エ 街路、公園、緑地その他の都市施設 

 オ 農業用施設（かんがい用水路、排水路、ため池、農道等） 

 カ 林業用施設（林道、治山えん堤等） 

 キ 上水道、簡易水道等の水道施設、工業用水道 

 ク 下水道、都市下水路 

 ケ ごみ、し尿その他の廃棄物収集、処理施設 

 コ 教育施設 

 サ 社会福祉施設 

 シ 集会施設 

 ス 消防施設 

 セ その他の公共施設及び公益的施設 

(2) 

土地開発事業の施行によって(1)に掲げる公共施設又は公益的施設の整備計画の施

行に支障を生じ又は計画の変更を必要とすることとなる場合において、当該支障の排

除その他事業者においてとるべき措置について適正な計画を有しているものであるこ

と。 

 

１－２ 自然環境の保全、公害及び災害の防止並びに文化財の保護 

(1) 

貴重な動植物、優れた風致、景観等の自然環境の保全及び開発区域外の周辺地域の
自然環境の調和について、自然環境保全調査（以下「保全調査」という。）がなされ、
それに基づく具体的対策が講じられているものであること。 

なお、保全調査が必要な開発行為は、岐阜県自然環境保全協定運用要領第３に定める

基準によるものとする。また、環境影響評価法第２条第４項及び岐阜県環境影響評価

条例第２条第二号の定める開発行為にあっては、その法又は条例で定める環境影響評

価をもって保全調査に代えることができる。 

(2) 
開発区域及びその周辺の地域の環境を保全するため、開発区域における植物の生育

の確保上必要な樹木の保存及び表土の保全がなされているものであること。 



48 

(3) 

土地開発事業の施行に起因して発生する汚水、廃棄物、大気汚染、騒音、振動、悪

臭、土壌汚染、地盤沈下等により開発区域内及びその周辺の地域の生活環境を明らか

に悪化させないような適正な措置が講じられているものであること。 

(4) 
開発区域周辺に現存する騒音、振動、悪臭その他の公害発生源によって当該開発区

域に生ずる悪影響を防除するための措置が講じられているものであること。 

(5) 
がけ崩れ、土砂の流出、地すべり、出水、渇水等の災害が発生しないよう適正な措

置が講じられているものであること。 

(6) 用水の水源に悪影響を及ぼさないような措置が講じられているものであること。 

(7) 

開発区域内外の既存の道路、河川、その他の公共施設及び新設計画に係る公共施設

の構造の安全及び交通、排水、その他の機能を確保するための措置が講じられている

ものであること。 

(8) 

開発区域周辺の学校、幼稚園、保育所、病院、診療所、集会所、その他の公益的施

設の安全確保及び維持管理に支障が生じないような措置が講じられているものである

こと。 

(9) 
開発区域周辺の人家及び住民に対して危害の生じないような措置が講じられている

ものであること。 

(10) 工事中の災害の発生を防止するための計画が明らかに不適切なものでないこと。 

(11) 火災、その他の緊急災害に対処する措置の計画が明らかに不適切なものでないこと。 

(12)  文化財を保護するための方針が明らかに不適切なものでないこと。 

(13) 

ゴルフ場の建設事業にあっては、ゴルフ場内において、森林の保全、森林の保全、

貴重な山野草等の保護育成、食餌となる樹木の植栽等による野鳥、昆虫、魚類の生息

環境づくり等による快適な環境の形成、病害虫以外への影響が少ない農薬の使用、農

薬使用量の抑制及び農薬・化学肥料の流出防止等に関して具体的な対策が講じられた

ものであること。 

 

 

１－３ 地場産業との調和及び地域住民の福祉向上に対する貢献度 

(1) 
交通、利水、排水その他の産業基盤の利用について既存産業との調和が保たれ、か

つ、地域産業の振興に寄与するものであること。 

(2) 
地域住民の雇用機会の増大に寄与し、かつ、既存産業の労働力確保との調和が保た

れるものであること。  

(3) 地域住民の施設利用機会の増大に寄与するものであること。 

(4) 地域住民の所得の向上に寄与するものであること。 

(5) 地域住民の文化の向上に寄与するものであること。 



49 

(6) 地域住民社会の維持、コミュニティ活動等に悪影響を及ぼすものでないこと。 

(7) その他地域住民の福祉向上に寄与するものであること。 

 

１－４ 公的水道計画の有無又は事業者の適正な水道計画の有無 

(1) 原則として開発区域が地方公共団体の公的水道の給水区域内にある場合には、その
公的水道から給水を受ける計画になっているものであること。 

(2) 

公的水道、その他の既存水供給施設から給水を受ける計画のものにあっては、土地
開発事業に係る施設の開設又は給水等の開始の時期までに当該水供給施設から受水
できることが確実であり、かつ、必要な水源が確保できると共に水質が良好であるこ
と。  

(3) 事業者において表流水又は地下水から取水する計画のものにあっては、次に掲げる
事項に該当するものでないこと。 

 ア 予定水源及び周辺の地形、地質、その他の状況を勘案して取水することが著しく
困難であると見込まれるもの。 

 イ 予定水源の下流における利水の状況を勘案して取水することが不適当であるも
の。 

 ウ 消費予定水量に対して取水可能水量が明らかに不足すると見込まれるもの。 

 エ 地下水を取水することにより周辺の地域の水利用に著しく悪影響を生ずると見
込まれるもの。 

 オ 予定水源の水質が明らかに不良であるもの。 

 

 

１－５ 公共施設、公益的施設及び地方公共団体の財政への影響並びに事業者負担 

(1) 

土地開発事業の施行に起因して地方公共団体の公共施設及び公益的施設の整備が
必要となる場合における整備費用の事業者負担等について適切な配慮を有するもの
であること。 

 

 

１－６ 事業者の資力、信用、能力及び土地所有者等の同意の状況 

(1) 
事業者の資本力、資産内容、経営の実績等からみて土地開発事業が適正に実施され

ることが疑わしいものでないこと。 

(2) 
土地買収費、工事費、資金計画等を勘案して、事業計画が明らかに過大又は不適正

なものでないこと。  

(3) 
開発事業の実施の妨げとなる権利者（土地所有者等）の同意状況からみて、事業の

実現可能性が高いと見込まれるものであること。 

(4) 
太陽光発電施設の設置を目的とした開発行為については、防災や景観等の観点での

住民説明会の実施等、地域住民の理解を得るための取り組みを行うこと。 
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１－７ 事前協議に係る指示事項等に対する措置 

(1) 
岐阜県土地開発事業の調整に関する規則に基づく事前協議に係る指示事項等にし

たがって計画が変更され又は適切な措置が講じられているものであること。 

 

１－８ その他 

(1) 
相当数の自動車が集合すると見込まれる施設において適切な面積の駐車施設を確保

することが明らかに困難なものでないこと。 

(2) 
土地開発事業に係る施設完成後における当該施設の管理責任が明確にされており、

かつ適正な管理が確保されることが疑わしいものでないこと。 

(3) 

開発区域内における立木の伐採又は土地の区画形質の変更によって生ずる工事期間

中における下流地域の災害及び著しい濁水の流出を防止するための防災施設（仮施設

を含む。）並びに飲用水及びかんがい用水等を確保するための施設（仮施設を含む。）

は、工事施行の当初に行うよう計画されているものであり、かつ、土工事の施行は原

則として出水期以外に行う計画のものであること。 

 

 



51 

２ 設計調整基準 

  

土地開発事業の設計は、以下の基準によるものとし、他法令による規制等がある場合には、

それらの基準についても適合するようにしてください。 

 なお、個々の土地開発事業の事業内容や開発場所等の状況により当該事業において必要と

なる基準の項目が異なるため、設計に当たっては、要領のうちどの項目が該当するのか、県

庁都市政策課又は各県事務所に確認してください。 

 

 

☆各基準と掲載頁☆ 

１ 防災計画 （１）土工事 ５３ 頁 

（２）擁壁  ５４ 

（３）土砂流出防止（沈砂池） ５５ 

２ 開発区域内の排水計画 （１）基本事項 ５７ 

（２）計画雨水量の算定 ５７ 

（３）流量の算定 ６０ 

（４）構造 ６０ 

（５）渓流及び既存排水路の処理 ６１ 

（６）その他 ６１ 

３ 開発区域外の排水計画 （１）排水計画 ６２ 

（２）調整池の計画 ６２ 

（３）下流河川を改修する場合 ６３ 

（４）水理計算 ６３ 

（５）水源の確保 ６４ 

（６）既設えん堤がある場合 ６４ 

（７）その他 ６４ 

４ 自然保全 （１）緑地の確保等 ６５ 

（２）植栽計画 ６５ 

（３）森林又は緑地面積 ６５ 

（４）樹木の保存 ６７ 

（５）表土の保全等 ６７ 

（６）緩衝帯の設置 ６７ 

（７）公園の設置基準 ６７ 

５ 道路計画 （１）基本事項 ６８ 

（２）平面交差及び接続 ６８ 

（３）舗装及び橋、高架の道路 ６８ 

（４）交通安全施設 ６８ 

（５）法面の構造等 ６９ 

（６）その他 ６９ 
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６ 給水計画等 （１）給水計画 ７０ 頁 

（２）給水施設 ７０ 

（３）消防水利 ７０ 

７ 汚水処理及び廃棄物処理 （１）汚水処理 ７０ 

（２）廃棄物処理 ７１ 

８ 文化財  ７１ 

９ えん堤の構造等 

（Ⅰ）防災えん堤 

（１）本堤 ７１ 

（２）垂直壁 ７３ 

（３）水叩 ７３ 

（４）側壁（水叩部） ７５ 

（Ⅱ）床固工  ７５ 

（Ⅲ）フィルダム  ７５ 

１０ その他  ７５ 

 

参 考 １ 粗度係数表 ７６ 頁 

２ 洪水調節必要容量算定法 ７６ 

３ し尿浄化槽設計水量算定基準 ８１ 

４ 盛切の標準断面 ８８ 

５ サンドマット ８８ 

６ 段切り ８８ 

７ 採掘終了後の残壁に対する措置 ８９ 
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 １ 防災計画 

  （１）土工事 

ア 土地の区画形質の変更は、現在の地形に沿い、必要最小限の土工量となるものであ

ること。なお、原則としてスキー場の滑走コースに係る切土量は１ha 当たり 1,000

㎥以下、ゴルフ場の造成に係る切土量・盛土量は、それぞれ 18 ホール当たり 200 万

㎥以下であること。 

イ 渓流及び既存水路は、明らかに防災上及び管理上支障がないと認められる場合を除

き、埋没しないものであること。 

ウ 開発行為によってできるがけの高さ及び盛土高は、原則として 15ｍ以下であるこ

と。なお、盛土を行う場合は、地盤のゆるみ、沈下、崩壊等を防ぐため水平層にして

順次盛り上げ、十分締め固めが行われるものであること。また地下水、湧水等による

崩壊を防止するため、適切な排水施設（盲暗きょ、サンドマット）等が設置されてい

ること。 

 

サンドマット 

     

エ 盛土を行う場合の一層の仕上がり厚は、３０センチメートル以下とし、その層ごと

に締固めが行われるとともに、必要に応じて雨水その他の地表水又は地下水を排除す

るための排水施設の設置等の措置が講じられていること。 

オ 現地盤の傾斜が 20％以上で、盛土高が２ｍを超える場合には、現地盤と接する面

がすべり面とならないよう段切工等適切な措置が講じられていること。 

 

段切り                 1:1.8 以上           現地地盤 

 

 

         1:1.8 以上                   H   H=0.5~2.0m  

                3~5% 

                              

                        L     3.0m≧L≧1.0m 
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カ 工事後に残土がある場合の土捨場の位置は、安全な場所を選定するとともに、必要

に応じて土砂の流出防止措置を講ずること。 

キ 切土及び盛土により生ずる法面（小段を含む。）は、擁壁で覆う場合を除き、でき

るだけ勾配を緩くし、植栽、芝張り、芝種子吹付け等当該土地の地形地質に適した工

法により安定化を図るものであること。 

ク ５ｍ以上の盛土・切土にあっては、直高 5ｍ以内ごとに、2ｍ以上の小段を設け、

速やかに地表水を排除できる施設を設けること。 

  ただし、小段が３段以上連続するがけの場合には３段目の小段幅を 5ｍ以上とする

こと。 

  また、地区外進入道路については、土質、切土及び盛土の高さ、法面の勾配並びに

小段の設置する排水施設の状況等を勘案して、小段幅を 1.0ｍまで縮小することがで

きる。 

ケ 土採取及び岩石採取の採掘終了時の残壁法勾配は土質及び岩質を考慮して、硬岩及

び軟岩については 50 度、風化岩及び粘土については 45 度、土砂及び砂利層につい

ては 35 度以下の安全な勾配とし、かつ、残壁には高さ 5～10ｍ以下ごとに 2m～3m

以上の小段を設けると共に法面等の地表水は速やかに排除できる施設を小段に設け

ること。 

  ただし、将来、宅地等山林以外の用途が予想される場合にあっては、その用途に応

じた法面勾配、小段、擁壁等の措置を講ずること。 

コ 高盛土及び地形地質上滑動の危険性のある盛土部分には、地すべりに対する安定解

析を行って、盛土後の安全率 1．2 以上になるよう防止対策が講じられていること。 

 

参 考 

 「がけ」とは地表面が水平面に対し 30 度を超える角度をなす土地で、硬岩盤（風化

の著しいものを除く。）以外のものをいう。 

 開発行為で、勾配３０度以上かつ高さ５ｍ以上の斜面を造成した場合、原則として土

砂災害警戒区域等の指定が行われることを事業者に説明すること。 

 

 （２）擁壁 

ア 切土をした土地の部分に生じる高さが 2m を超えるがけ（地表面が水平面に対し

30 度を超える角度をなす土地で硬岩盤（風化の著しいものを除く。）以外のものをい

う。以下同じ。）盛土をした土地の部分に生ずる高さ１ｍを超えるがけ又は切土を同

時にした土地の部分に生ずる高さが 2m を超えるがけのがけ面は、擁壁で覆われてい

ること。 

ただし、切土をした土地の部分に生ずることとなるがけ又はがけの部分で次のいず

れかに該当するもののがけ面については、この限りではない。 

（ア） 土質が次の表の左側に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ、勾配は同表の

中側の角度以下のもの。 
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【表－１】 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

（イ）土質が（ア）の表の左側に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ、勾配が同表

の中側の角度以上で同表の右側の角度以下のもので、その上端から下方に垂直距離

5ｍ以内の部分、この場合において、（ア）に該当するがけの部分より上下に分離

された部分があるときは、（ア）に該当するがけの部分は存在せず、その上下のが

けの部分に連続しているものとみなす。 

（ウ）土質試験等に基づき、地盤の安定計算をした結果、安全性について確認できる場

合であるもの。 

イ 擁壁は、原則として鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、間知石練石積造又

は宅地造成等規制法施行令第 14条及び建築基準法施行令第 142条の規定に適合する

ものであること。 

  なお、宅地開発以外については日本道路協会編「道路土工指針」を参照すること。

又、傾斜地の擁壁については、原則として基準地盤の支持力調査をして設計されて

いること。 

 

  （３）土砂流出防止（沈砂池） 

ア 開発区域及びその周辺の地形地表の状況を勘案して、土砂流出が予想される場合は、

下流に対する災害を防止するため、適切な位置に必要な規模、強度及び耐久性を有す

る防災施設を設けるものであること。 

イ 防災施設の沈砂容量の計算は、次式により算出するものとする。 

沈砂容量（V）＝（施工期間中流出土砂量(Ⅰ)＋（工事完了後流出土砂量(Ⅱ)） 

       ＋（未開発部分の流出土砂量(Ⅲ)） 

 

(Ⅰ) 開発施工期間中における流出土砂量は、開発行為に係る土地１ha 当り１年間原則

として 400 ㎥とする。 

  なお、流出土砂量は工事期間に応じて、月割とするか、４ヶ月以下の場合は４ヶ月

として算出すること。ただし、施工期間中の流出土砂量については、仮設沈砂施設を

設ける場合又は工事完了後において浚渫する場合には、その土量を除くことができる。 

 

 

土        壌 
擁壁を要しな

い勾配の上限 

擁壁を要する

勾配の下限 

軟岩（風化の著しいものを除く。） ６０度 ８０度 

風化の著しい岩 ４０度 ５０度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土、

その他これらに類するもの 
３５度 ４５度 
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(Ⅱ) 工事完了後の流出土砂量は次式によるものであること。 

V＝VS1  ＋ VS2 

盛土の部分については VS1＝A１（3ｘ＋（7／5）ｘ）＝4.4ｘA１ 

切土の部分については VS2＝A２（3×（x／3）＋（7／15）ｘ）＝1.47ｘA２ 
A１ A２：盛土及び切土部分の面積（ha） 

  ｘ   ：１ha 当り１年間流出土砂量 

      宅地造成事業  100 ㎥／ha・年 

      その他の事業  200 ㎥／ha・年 

（ただし、コンクリート、アスファルト等で被覆されている部分は除くことができる。） 

ただし、計画区域の全体が極めて平坦であり、地形、地質上土砂流出が極めて少ない

と考えられる場合にあっては、次の値まで縮小することができる。 

V＝5・A・ｆ     

A＝開発面積  ｆ＝15 ㎥／ha・年 

 

 (Ⅲ) 未開発部分の流出土砂量は次式によるものであること。（単管打込等による太陽光

パネル設置区域は、工事中、完成後ともに皆伐地・草地を適用する。） 

V＝5・A・ｆ 

A：未開発部分の面積（ha） 

ｆ：皆伐地・草地  15 ㎥／ha・年 

択伐地      2 ㎥／ha・年 

    普通の林地    1 ㎥／ha・年 

  V：未開発部分の流出土砂量（㎥） 

 

(Ⅳ) 床堀土砂等沈砂計画区域に残土処理する場合にはその土量を算定すること。 

ウ 沈砂地の構造は、ダム式又は掘込式とする。ダム式は、コンクリート重力式ダムを

原則とし、その構造は「９ えん堤の構造等」を参照すること。 

  掘込式は、必要に応じて積ブロック、張ブロック、コンクリート張式により、法面

及び排水口を保護すること。 

    エ 沈砂池内には、沈砂池の管理に障害となる構造物を設置してはならない。 
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  ２ 開発区域内の排水計画 

  （１）基本事項 

ア 原則として流域は変更しないものであること。 

やむを得ず、流域を変更する場合は、その影響を最小限にするために必要な措置が

講じられていること。 

イ 排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況その他の状況を勘案して、開発区域内

の雨水その他の排水を有効かつ適切に排水できるように、下水道排水路その他の排水

施設又は河川その他の公共の水域に接続しているものであること。 

ウ 既存の河川、ため池等に流入する場合は、当該河川、ため池等の所有者及び管理者

と協議し、又は同意を得ること。 

 

  （２）計画雨水量の算定 

ア 計画雨水量は、次式によるものであること。 

Q＝（1／360）ｆ・ｒ・A 

  Q：計画雨水流出量（㎥／sec） 

  ｆ：流出係数（表－７）参照 

  ｒ：降雨強度（mm／hr） 

  A：集水面積（ha） 

ただし、土砂混入による流量増が考えられる場合は、土砂混入を考慮した流量とす

ること。 

イ 降雨強度は、原則として次式によるものであること。 

ｒ＝ａ／（Ｔｎ＋ｂ）     

ｒ：降雨強度（mm／hr）  Ｔ：降雨継続時間（min） 

    

【表－２】 

ブロック 岐阜ブロック 下呂ブロック 高山ブロック 

確率年 n a b n a b n a b 

100 0.75 2730 6.20 0.80 3524 15.00 0.70 1306 3.80 

50 0.75 2477 6.60 0.75 2439 10.00 0.70 1189 3.70 

30 0.75 2289 6.90 0.75 2282 9.90 0.70 1103 3.50 

10 0.70 1410 4.90 0.75 1938 9.80 0.75 1214 5.60 

5 0.70 1205 5.40 0.70 1272 6.20 0.75 1043 5.30 

2 0.65 668 4.00 0.70 990 6.10 0.75 782 4.70 

     （注）ブロック区分は、次頁の分割図を参照のこと。
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岐阜県降雨強度ブロック分割図 
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参 考 

【表－３】 r（略算に用いる数値）   単位（mm/hr） 

到達時間 １０分 ２０分 ３０分 

位置 

確率年 
岐阜 下呂 高山 岐阜 下呂 高山 岐阜 下呂 高山 

10 142 126 108 108 101 81 90 86 66 

30 183 147 130 140 118 95 116 100 77 

50 203 156 137 154 125 100 128 107 82 

100 231 165 148 174 136 109 144 117 89 

 

ウ 確率年の適用は次の値を標準とする。 

【表－４】 

種    別 

排 水 施 設 １０年 

洪水調節容量 ３０年 

余 水 吐 能 力 １００年 

     

エ 到達時間は次の値を標準とする。 

【表－５】 

流  域  面  積 到 達 時 間（t） 

５０ha 未満 １０分 

１００ha 未満 ２０分 

５００ha 未満 ３０分 

ただし、流域形状等により上表を適用することが不適当と判断される場合は、次式に

より算定するものとする。（流入時間については、「国土交通省河川砂防技術基準同解説

計画編」（平成 17 年 11 月 17 日発行）を参考とする。） 

到達時間（ｔ）＝（流入時間）＋（渓流流下時間）＋（人工水路流下時間） 

 

   【表－６】 

区   分 流    速 摘  要 

流 入 区 域 0.3ｍ／sec 林地、草地 

渓 流 流 下 20×（ｈ／ℓ）0.6ｍ／sec  

人工水路流下 改修流速 ｍ／sec  

                 ℓ：流路延長（ｍ）  ｈ：区間高低差（ｍ） 

オ 流出係数は、下表による数値を標準とし、開発区域の規模、地形、地ぼう及び地質

等を考慮のうえ、適正な値が用いられていること。 

   【表－７】 

地表の状態 平坦な農地 優良な林地 
普 通 林 地 

択 伐 林 地 

皆 伐 地 

優良な草地 

裸   地 

荒 廃 地 

係 数 ０．６ ０．７ ０．８ ０．９ １．０ 

注：ゴルフ場のコースについては 0.9、宅地、太陽光発電施設のパネル設置面につい

ては「1.0」とする。ただし、太陽光発電施設において、被覆性及び浸透性がある

工法により地表の保護が行われる場合は「0.9」とすることができる。 



60 

  （３）流量の算定 

流量の算定における流速は、マニング流速公式、クッター流速公式によるものであるこ

と。 

 Q=AV 

  Q：流量（㎥／sec）、V：流速（ｍ／sec）  A：通水断面積（㎡） 

 （ア）マニング公式 

V＝（１／ｎ）×Ｒ2/3×Ｉ1/2 

ｎ：粗度係数、Ｒ：径深＝Ａ／Ｐ（ｍ）   Ｐ：＝潤辺長（ｍ） 

Ｉ：勾配（分数又は小数） 

    粗度係数表 

河川及び水路の状況 ｎの範囲 ｎの標準値 

一般河道 0.030～0.035 0.035 

急流河川及び川幅が広水深の浅河川 0.040～0.050 0.045 

三面張水路  0.025 

コンクリート人工水路 0.014～0.020 0.020 

コンクリート管及び U 字溝（コンクリート二次製品）  0.013 

U 型水路（現場打ちコンクリート）  0.015 

組立水路 0.025～0.033 0.030 

両岸石張小水路（泥土床）  0.025 

 （イ）クッター公式 

Ｖ＝    23＋（１／ｎ）＋（0.00155／Ｉ）    ×√（Ｒ×Ｉ） 

１＋｛23＋（0.00155／Ｉ）｝×（ｎ／√Ｒ） 

（ウ）洪水時において、土砂流入による流速減が考えられる場合は、その流速減を考慮の

うえ、流下断面等を設計するものであること。 

 

  （４）構造 

ア 雨水の排水路は、原則として開きょとするものであること。 

イ 排水路は、地形のできるだけ低位部に配置し、地域の排水が完全に行われ、縦断勾

配が著しく変化しないような位置に設置するものであること。 

ウ 管きょについては、水圧、外圧に対する耐力、形状、工事費、将来の維持管理等を

十分考慮し、ビニール管、鉄筋コンクリート管、遠心力鉄筋コンクリート管又は現場

打ち鉄筋コンクリート渠等のうち最も適当なものを選定すること。 

エ 流量計算は、排水路の断面積は、円形管の場合は満流、その他の断面形状の場合は、

８割水深で有効断面を算定すること。 

なお、山林・農地等を集水区域に含み、土砂等が混入するおそれのある流路にあっ

ては、流量計算に次表の安全率を使用すること。 

 【表－８】 
 V＝５ｍ／sec 未満 V＝５ｍ／sec 以上 

開 水 路 １．５以上 V=5.0ｍ／sec として計算して２とする。 

暗 き ょ ２以上 V=5.0ｍ／sec として計算して２以上とする。 
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橋りょう架設する場合には、更に余裕高 0.5ｍ以上とること。ただし、保安林、砂防

指定地等がある場合には、いずれか大きい方をとること。 

 

  （５）渓流及び既存排水路の処理 

ア 原則として開きょとされていること。 

  ただし、やむを得ない場合には、当該計画位置における流域面積が 5ha 未満につ

いては断面決定流速が 5ｍ／sec 以上については 5ｍ／sec とし、安全率を２とした暗

きょ工としてもよい。 

  また、この場合、流域面積が 3ha 以上はのみ口の処理を床止工とし、3ha 未満に

ついては集水桝とされていること。 

イ 当該計画位置上流に接近して暗きょ工が計画されている場合には、同一断面又はそ

の断面以上で計画されていること。 

ウ 暗きょ工の最小内径又は最小内のり幅は、1.0ｍ以上とされていること。ただし、

施工延長 20ｍ未満の場合には、0.6ｍ以上とすることができる。 

エ マンホールは、50ｍ毎に１ケ所設置されていること。 

オ 暗きょ工は、直線とされていること。 

 

  （６）その他 

排水路は、次に掲げる構造を有するものであること。 

ア 管きょ等を道路に埋設する場合は、土かぶりを 1.2ｍ以上とすること。 

イ ます又はマンホールの底には、0.15ｍの深さの泥ためを設けること。 

ウ 雨水暗きょの最小内径又は最小内のり幅は、0.25ｍまで縮小することができる。 
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  ３ 開発区域外の排水計画 

  

 （１）排水計画 

ア 開発行為に伴い開発区域外の河川等に排水をする場合は、県内における過去の災害

を踏まえて原則として防災調整池を設置するものとする。 

なお、下流の河川狭小部を改修する場合についても地域的に必要とされる最小限の

調整池（【表８－２】の最小比流量により算出する。）は設置するものとする。 

イ 上記の防災調整池に集水できない開発区域（以下「直接放流区域」という。）は最

小限にするとともに、やむを得ず、直接放流区域が生じる場合は、その影響が下流河

川に及ばないように適切な対策を講じること。 

ウ 防災調整池は、その維持管理者が明確であり、適切な維持管理計画がなされるもの

であること。 

エ 原則として、防災調整池と農業用水、上水道用水、工業用水等の貯水施設は兼用し

ないものとする。ただし、地形、地質等によりやむを得ない場合で、管理体制が明確

で確実なものについては、この限りでない。 

 

  （２）調整池の計画 

ア 調整池の洪水調節方法は、原則として自然調節方式とするものであること。 

イ 調整池内には、洪水調整機能及び調整池の管理に障害となる構造物を設置してはな

らない。 

ウ 調整池の構造は、ダム式又は掘込式とする。ダム式は「９ えん堤の構造等」を参

照すること。 

  掘込式は、必要に応じて積ブロック、張ブロック、コンクリート張式により、法面

及び排水口を保護すること。 

エ えん堤は、コンクリート重力式ダムであること。ただし、基礎地盤の支持力の不足

等にてコンクリート重力式ダムを採用することが不適当であると認められる場合に

は、フィルダムとすることができるものとする。 

オ えん堤の全高は、原則として 10m 未満とすること。ただし、やむを得ない場合は、

15m 未満を限度とする。 

カ 防災調整池の集水区域が開発区域外に及ぶ場合は、開発区域外の集水区域の洪水も

合わせて調整すること。 

キ 洪水調整容量は、土地開発事業施行後における年超過確率 1/30 以下のすべての洪

水について洪水のピーク流量を防災調整池下流の流過能力まで調整できるものであ

ること。 
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ク 防災調整池容量は、1/30 年確率降雨強度曲線を用い、次式 V の最大値を必要調整

池容量とする。 

 V＝（ｒｉ－（ｒｃ／2））・ｔｉ・Ａ・ｆ・(1/360) 

  Ｖ：必要調節容量（㎥） 

  ｆ：土地開発事業施行後の流出係数【表－７】参照 

  Ａ：集水面積 

  ｒｃ：調整池下流の流下能力の値に対応する降雨強度（㎜／hr） 

  ｒｃ：Q’×｛360／（ｆ×A）） 

  ｒｉ：任意の継続時間に対応する 1/30 年確率降雨強度（㎜／hr） 

  ｔｉ：任意の継続時間（sec） 

  Q’：防災調整池下流のネック地点における流下能力（㎥／sec） 

 ネック地点での比流量が次表の値を上回る場合は、次表の値をもって下流の流下能

力を決定すること。 

   【表８－２】 

調整池の集水面積 比流量（㎥／sec／ha） 

岐 阜 地 区 ０．２２６ 

下 呂 地 区 ０．１９４ 

高 山 地 区 ０．１５０ 

     備考 計算例については、７６頁に示す。 

 

  （３）下流河川を改修する場合 

ア 河川改修の規模及び工法は、開発行為の大小、下流河川の流下能力、災害頻度、背

後地の重要性等種々な要素を勘案して決定し、その工法は現場に則したものとするこ

と。 

イ 地形、地質によっては、流量増による洪水被害よりも土砂流出による河道の埋塞が

生じ、災害を被る恐れがある場合があるので、流出土砂の対策を十分考慮すること。 

 

  （４）水理計算 

ア 計画雨水量は、次式によるものであること。 

Q＝（１／360）・ｆ・ｒ・A 

 Q：計画雨水流出量（㎥／sec）     ｆ：流出係数【表－７】を参照 

 ｒ：到達時間内の降雨強度（㎜／hr）  A：集水面積（ha） 

イ 開発事業による流量増は、次式によるものである。 

ΣQ＝Σ（１／360）・（ｆ１ｉ－ｆ２ｉ）・ｒ・Ａｉ 

    ｆ１ｉ：開発地の流出係数【表－７】を参照 

    ｆ２ｉ：開発前の  同 

      ｒ：雨量強度（㎜／hr）【表－３】を参照 

     Aｉ：開発面積（ha） 

ウ 通水断面計算は、マニングの流速公式によること。 
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  （５）水源の確保 

 飲用水、かんがい用水等の水源として依存している地域を開発する場合において、

周辺及び下流における水利用の実態等からみて、必要な水量を確保する必要がある場

合には、貯水池、取水施設、導水路等の設置、その他の措置を適切に講ずるものとす

る。 

 

（６）既設えん堤がある場合 

開発区域の下流に既設えん堤がある場合は、堤体、余水吐等の安全性を検討し、次の

条件を満足するものであること。 

ア 既存の機能を阻害しないものであること。 

イ 流出土砂に対し、十分な容量をもつこと。 

ウ 堤体の安全性を検討し、必要な場合は堤体の改良計画をもつこと。 

エ 余水吐について開発後の状況で洪水を安全に流下し得る構造をもつか、又は改良計

画をもつこと。 

 

  （７）その他 

ア やむを得ず、洪水調整池、沈砂池、かんがい用ため池等のうち二つ以上の目的に兼

用する場合は、有効量をそれぞれの計算された容量の合計の 20％増とされているこ

と。 

イ 沈砂堆積推定量を明確にして、洪水調節量が不足にならないよう十分配慮されてい

ること。 

ウ 道路又はゴルフ場のコースを防災ダム又は貯水ダム堤体として利用する場合は、コ

ンクリート重力式ダム等の基準に適合する構造とされていること。 
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  ４ 自然保全 

  （１）緑地の確保等 

ア 開発区域が森林・緑地の場合は、裸地又はコンクリート等でおおった部分を必要最

小限にとどめ、緑地の確保が十分に図られているものであること。なお、緑地とは、

樹林地、草地、水辺地又はその状況がこれらに類する土地が、単独で又は一体となっ

て、自然的環境を形成している一団の土地をいうものであること。 

イ 開発区域内に相当規模以上の樹林地が適切に配置されていること。なお、樹林地と

は現に立木竹が生育しているか、又は植栽することによって立木竹を生育させること

となる一団の土地であって、その面積がおおむね 500 ㎡以上のものをいい、かつ、

次に掲げる樹木密度を有するものをいうものであること。 

 （ア）現に立木竹を生育している樹林地（残置森林） 

    上層木の樹冠疎密度が 0.3 以上 

 （イ）植栽によって立木竹を生育させる樹林地（造成森林） 

   樹木の場合 

  【表－９－１】 

苗 木 の 樹 高 １ha 当りの標準植栽本数 

０．５ｍ以上１ｍ未満 3,000 本 

  １ｍ以上２ｍ未満 2,000 本 

  ２ｍ以上３ｍ未満 1,500 本 

  ３ｍ以上４ｍ未満 1,000 本 

  ４ｍ以上５ｍ未満 800 本 

５ｍ以上 500 本 

 

ウ 原則として、45 度以上の傾斜面の土地には、工事を施行しないものであること。

ただし、災害を防止するための施設を設ける場合は、この限りでない。 

エ 建物その他構築物の位置、規模、構造及び色彩は、周辺の自然環境に調和したもの

であること。 

 

  （２）植栽計画 

植栽することによって樹林地を造成する場合は、原則として当該地域に生息している

樹木と同種類の樹種を優先して植栽するものであること。 

なお、設計上必要な箇所は高木性の樹木を造成する計画であること。 

 

  （３）森林又は緑地面積 

ア 開発区域内において残置若しくは造成する森林又は緑地面積の割合、森林の配置等

は、次の表に掲げるとおりであること。（原則として開発行為をしようとする森林の

面積が４０ha を超える場合又は森林法に規定する地域森林計画対象民有林に該当し

ない森林において１ha 以上の開発行為を行う場合に限る。） 

 なお、表に掲げる開発行為の目的以外の開発行為については、その目的、態様、社会

的経済的必要性、対象となる土地の自然的条件等に応じて、この表に準じて適切に措

置されていること。 
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【表－９－２】 

 

 

現況森林面積に対する残

置若しくは造成する森林

又は緑地面積の割合 

現況森林内のおける森林の配置等 

別荘地の造成 残置森林率 60％以上 

１ 原則として、開発区域の周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林又

は造成森林を配置する。 

２ １区画の面積は 1,000 ㎡以上とし、建物敷等の面積はその

30％以下とする。 

スキー場の造成 残置森林率 60％以上 

１ 原則として、開発区域の周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林又

は造成森林を配置する。 

２ 滑走コースの幅は 50ｍ以下とし、複数の滑走コースを並列

して設置する場合は、その間の中央部に幅 100ｍ以上の残置森

林を配置する。 

３ 滑走コースの上、下部に設けるゲレンデ等は１箇所当たり５

ヘクタール以下とする。 

また、ゲレンデ等と駐車場との間には幅 30ｍ以上の残置森林

又は造成森林を配置する。 

ゴルフ場の造成 

森林率 50％以上 

（うち残置森林率 

40％以上） 

１ 原則として、開発区域の周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林又

は造成森林（残置森林は 20ｍ以上）を配置する。 

２ ホール間に幅 30ｍ以上の残置森林又は造成森林（残置森林

は 20ｍ以上）を配置する。 

宿泊施設又は 

レジャー施設の

設置 

森林率 50％以上 

（うち残置森林率は 

40％以上） 

１ 原則として、開発区域の周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林又

は造成森林を配置する。 

２ 建物敷の面積は、現況森林面積の 40％以下とし、複数の宿

泊施設を設置する場合は、極力分散させるものとする。 

３ レジャー施設の開発行為に係る1箇所当たりの面積は５ヘク

タール以下とし、これを複数設置する場合は、その間に幅 30

ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置する。 

工場又は事業場

の設置 
森林率 25％以上 

１ 開発行為に係る森林の面積が 20 ヘクタール以上の場合は、

原則として、開発区域の周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林又は

造成森林を配置する。これ以外の場合にあっても、極力開発区

域の周辺部に森林を配置する。 

２ 開発行為に係る 1箇所当りの面積は 20ヘクタール以下とし、

これを複数造成する場合は、その間に幅 30ｍ以上の残置森林

又は造成森林を配置する。 

住宅団地の造成 
森林率 20％以上 

（緑地を含む） 

１ 開発行為に係る森林の面積が 20 ヘクタール以上の場合は原

則として、開発区域の周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林、造成

森林又は緑地を配置する。これ以外の場合にあっても、極力、

開発区域の周辺部に残置森林、造成森林又は緑地を配置する。 

２ 開発行為に係る 1箇所当りの面積は 20ヘクタール以下とし、

開発区域内にこれを複数造成する場合は、その間に幅 30ｍ以

上の残置森林、造成森林又は緑地を配置する。 

土石等の採掘  

１ 原則として、開発区域の周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林又

は造成森林を配置する。 

２ 採掘跡地は必要に応じ、埋め戻しを行い、緑化及び植栽する。

また、法面は可能な限り緑化し、小段平坦部には必要に応じ客

土を行い、植栽する。 

太陽光発電施設

の設置 

森林率 25％以上（残地森

林率は 15 以上） 

１ 原則として開発行為に係る森林周辺部に残置森林を配置す

ることとし、開発行為に係る森林の面積が 20 へクタール以上

の場合は、原則として周辺部に幅 30ｍ以上の残置森林又は造

成森林（30ｍ以上の幅のうち一部又は全部は残置森林）を配置

することとする。また、稜線の一体性を維持するため、尾根部

については、原則として残置森林を配置することとする。 

２ 開発行為に係る１箇所あたりの面積は 20 ヘクタール以下と

し、これを複数造成する場合は、その間に幅 30ｍ以上の残置

森林又は造成森林を配置することとする。 
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（注）１ 「現況森林」とは、開発区域内の民有林をいう。 

２ 「残置森林率」とは、現況森林面積に対する残置森林（若齢林（15 年生以下の森林）及び

上層木の樹冠疎密度 0.3 未満の森林を除く。）の面積の割合をいう。 

３ 「森林率」とは、現況森林面積に対する残置森林及び造成森林（硬岩切土面等の確実な造

成が見込まれない箇所を除く。）の面積の割合をいう。 

４ 「ゲレンデ等」とは、滑走コース上、下部のスキーヤーの停留場所であり、リフト乗降場、

レストハウス等の施設用地を含む区域をいう。 

５ 残土処理場は「事業場」に該当する。 

イ 土採取及び岩石採取の跡地は、原則として全面緑化されたものであること。 

  また、緑化については、当該土地に関する権利者の同意が得られていること。 

  なお、残壁については、周辺の状況及び残壁の土質を考慮して、必要に応じたモル

タル吹付、防護ネット等危険防止措置を講じられていること。 

 

  （４）樹木の保存 

原則として、高さが 10ｍ以上の健全な樹木又は高さが 5m で、かつ、面積が 300 ㎡

以上の健全な樹木の集団については、その存する土地を公園又は緑地として配置する等

により当該樹木又は樹木の集団の保存が考慮されていること。 

 

  （５）表土の保全等 

高さが 1m を超える切土又は盛土が行われ、かつ、切土又は盛土をする面積が 1,000

㎡以上である場合は、当該切土又は盛土を行う部分について表土の復元、客土、土壌の

改良等の措置が講じられていること。 

 

  （６）緩衝帯の設置 

開発区域及びその周辺の地域における環境を保全するため、騒音、振動、悪臭等によ

る環境の悪化の防止上必要な緑地帯その他の緩衝帯が配置されるように設計がなされ

ていること。 

 

  （７）公園の設置基準 

ア 開発区域には、合計が開発区域の面積の 3 パーセント以上の公園、緑地又は広場

が設けられていること。 

イ 開発区域の面積が 5ha 以上の開発行為にあっては、面積が 1 箇所 300 ㎡以上であ

り、かつ、その合計が開発区域の面積の 3％以上の公園が設けられていること。 

 ただし、自己の居住及び自己の業務の用に供するものは除く。 
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  ５ 道路計画 

  （１）基本事項 

ア 道路の計画は、この基準によるほか、道路構造令、岐阜県県道の構造の技術的基準

を定める条例及び当該道路の存する市町村が定める市町村道の構造の基準に関する

条例に準拠して設計されているものであること。 

イ 道路は、開発区域の面積、通過交通、発生交通量、交通事故等住民又は滞在者の安

全及び環境を考慮して、住民等の通行に支障ないよう計画されていること。 

ウ 道路は、原則として行きどまりとならないものであること。ただし、やむを得ない

理由がある場合は、終点に自動車が回転できる広場を設けるものとすること。 

エ 国及び地方公共団体が管理者となる道路については、幅員構成、構造等について当

該管理者（予定管理者を含む。）と協議がなされていること。 

 

  （２）平面交差及び接続 

 主要な道路を開発区域内外の公道に接続する場合は、道路管理者及び交通管理者と

協議し、その指示に従うこと。  

 

  （３）舗装及び橋、高架の道路 

ア 舗装 

  道路は、原則として舗装するものであること。なお、舗装の構造については、舗装

設計施工指針、舗装設計便覧（いずれも日本道路協会編）に準拠して設計されている

ものであること。 

イ 排水施設 

  道路には、排水のため必要がある場合においては、側溝、街きょ、集水ますその他

の適当な排水施設が設けられているものであること。なお、排水が民有の排水施設に

流出される場合は所有者と、公共の水域に流末される場合は管理者と事前に協議され

ていること。 

ウ 側溝は、現場打ち若しくはプレキャスト製品を採用すること。 

エ 橋、高架の道路等 

（ア）橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路の設計に用いる設計自動車荷重

は、25t とされていること。ただし、支線道路で交通量がきわめて少ない等特別の

理由がある場合は、道路管理者（予定管理者を含む。）と協議すること。 

（イ）設計計算にあっては、道路橋示方書（国土交通省）によっていること。 

 

  （４）交通安全施設 

交通事故の防止を図るため、必要に応じて道路管理者及び交通管理者と協議し、その

指示に従うこと。 
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  （５）法面の構造等 

法面は、地質等を考慮した安全な構造とし、周囲の環境と調和した計画であること。

なお、道路土工指針（日本道路協会編）に準拠して設計されているものであること。 

 

  （６）その他 

宅地開発事業等における道路計画については、岐阜県宅地開発指導要領に基づいて設

計されていること。 
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 ６ 給水計画等 

  （１）給水計画 

ア 開発区域内においては、その開発区域内の規模、地形、予定建築物の用途及び敷地

の規模、配置等を勘案して、当該開発区域について想定される需要を満たすことがで

きる能力及び構造で給水施設が設置されていること。ただし、自己の居住の用に供す

る目的で行う開発行為は除く。 

イ 給水計画の立案に当たっては、あらかじめ当該開発区域の存する地方公共団体等水

道事業者と協議すること。 

ウ 開発区域は、原則として当該開発区域の存する地方公共団体等水道事業者の設置す

る水道施設から給水を受けること。 

  

（２）給水施設 

ア 給水施設の設計及び施行にあっては、あらかじめ当該開発区域の存する地方公共団

体等水道事業者と協議し、その指示に従うこと。 

イ 管の埋設深さは、道路管理者等と協議すること。特に指示のない場合は、、埋設深

さを 120cm 以上とすること。 

 

（３）消防水利 

ア 消防水利は、消防水利の基準（昭和 39 年 12 月 10 日消防庁告示第 7 号）に定める

基準を満たすものであること。 

イ 消防水利の設置場所及び管理方式は所轄の消防署等と協議すること。 

 

 

 ７ 汚水処理及び廃棄物処理 

  （１）汚水処理 

ア 生活排水は、終末処理施設を有する公共下水道等に接続するものを除き、原則とし

て合併処理浄化槽で処理するものであること。 

イ し尿浄化槽の設計水量はし尿浄化槽設計水量算定基準(81 頁)により算定すること。 

ウ 同一開発区域内での汚水処理は、原則として集中処理をするものであること。 

エ 処理水の排水及び放流経路、公共水域への排水方法については管理者の意見を聴く

こと。道路側溝への排水の可否及び調整池への放流の可否を調査すること。 

オ 汚水処理場からの処理水及びこれと同等以上清浄である水以外の下水が原則とし

て暗きょとされていること。 

カ 汚水管きょは、次に掲げる構造を有するものであること。 

（ア）設計流速は 0.6～3.0ｍ／sec であること。 

（イ）管きょの最小内径又は最小内のり幅は、200 ㎜以上であること。 

   ただし、取付管にあっては、100 ㎜とすることができる。 

（ウ）管きょの土かぶり厚は、原則として 1.2ｍ以上であること。 

（エ）暗きょの場合は、次に掲げる箇所に、マス又はマンホールが設けられ、かつ、マ

ス又はマンホールにはふたが設けられていること。 



71 

a 管きょの方向、勾配又は管径が変化する箇所 

b 段差が生じる箇所 

c 管きょが合流、会合する箇所 

d 管きょの長さがその内径又は内のり幅の120倍を超えない範囲内において管き

ょの維持管理上必要な箇所 

 

  （２）廃棄物処理 

ア 開発区域から排出される廃棄物等は、事業者の責任において、関係法令に従い、適

切に処理するものであること。 

イ 地方公共団体その他の者が設置しているごみ処理施設によって処理する計画であ

る場合は、当該ごみ処理施設の管理者等の同意が得られているものであること。 

 

 

  ８ 文化財 

 文化財については、地元教育委員会等の指示に従い、適切に対応すること。 

 

 

  ９ えん堤の構造等 

（Ⅰ）防災えん堤（コンクリート重力式）構造 

  （１）本堤 

ア 堤体の方向 

   水通し中心線における計画箇所において下流流心線に直角であること。 

イ 天端幅 

   原則として 1.5ｍ以上とする。 

ウ 水通し断面 

100年確率で想定される降雨強度におけるピーク流量の1.2倍以上の流量が放流

し得るものであること。ただし、沈砂単独えん堤については、ピーク流量の 1.2 倍

を 1.0 倍とすることができる。 

エ 余裕高 

   0.6ｍ以上とすること。 

オ 袖勾配 

原則として水平とすること。ただし沈砂単独えん堤について、袖勾配を設ける場

合は計画渓床勾配と同程度又はそれ以上とする。 

カ 基礎根入れ 

 地質及び堤体の高さにより異なるが、硬岩で 1.0m 以上、軟岩で 1.5m 以上、土

砂で 2.0m 以上とする。 

キ 袖の両岸へのかん入深さ 

   硬岩で 2.0m 以上、軟岩で 2.5m 以上、土砂で 3.0m 以上とする。 

  なお、袖の最小天端幅は 1.5ｍ以上とする。 

ク 水抜き穴 
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沈砂単独えん堤の水抜き穴は設けないものとするが、流出土砂形態により設ける

場合は、0.5ｍ以下の正方形又は円形を標準とする。最上段の水抜きは、水通し天

端より 1.5ｍ以上下げ、各孔は、縦方向に重ならないようすること。 

  ただし、洪水調整えん堤の場合は、下記スで計算される調整孔とすること。 

ケ 間詰 

 地盤が岩盤の場合は、基礎及び両岸かん入部ともコンクリートで埋戻しすること。

地盤が砂礫の場合は、基礎部は砂礫で埋戻しコンクリート等で保護すること。両岸

かん入部は練ブロック等で保護するものとする。 

コ ブロック割施工 

   コンクリートの収縮を考えて、分割長 7.5ｍ～15ｍ程度とすること。 

サ 水通し断面算定 

断面形が梯形の場合、接近速度を無視すれば、 

Ｑ＝（2／15）・α・ｈ・√（2ｇｈ）・（3Ｂ０＋2Ｂ１） 

Ｑ：計画流量（㎥／sec） 

α：越流係数（0.6） 

ｈ：縮流前の越流水深（ｍ） 

ｈ’：余裕高（ｍ） 

B０：水通長（底幅）（ｍ） 

B１：水通長（上幅）（ｍ） 

ｇ：重力の加速度（ｍ／sec２） 

α＝0.6、両側ノリを５分 ｇ＝9.8m／sec２とすれば 

  Q＝（1.77B０＋0.71ｈ）×ｈ3/2 

α＝0.6、両側ノリを１割 ｇ＝9.8m／sec２とすれば 

  Q＝（1.77B０＋1.42ｈ）×ｈ3/2 

 

【図－１】 

      

 
 

 

 

 

 

ｈ’ 

B０ 

H-W-L 

 
 

シ 安定計算 

 転倒、滑動、基礎地盤の支持力等に対する安定計算（地震時を含む。）がなされ、安

全であること。 

（注）下流の渓幅を考慮し水通し幅を決定すること。 
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ス 調整孔の穴の大きさの決定 

 穴の大きさの決定は次式によるものであること。 

Q＝C・A・√（2ｇH） 

   Q：下流への可能放流量（㎥／sec） 

A：放流穴断面積（㎡） 

C：係数 

ベルマウスを有するとき C=0.85～0.95 標準値 0.90 

呑口部分板覆型 C=0.70～0.90 標準値 0.80 

箱抜き型 C=0.60～0.80 標準値 0.70 

H：放流穴断面中心よりの水深（ｍ） 

ｇ：9.8ｍ／sec２ 

セ 調整孔の構造 

   調整孔の穴はごみ等により閉塞しない構造であること。 

 

   

（２）垂直壁 

ア 高さ 

   水通し天端は渓流面より高めないこと。 

イ 天端幅 

   原則として 1.0ｍ以上とすること。 

ウ 水通し断面 

   原則として本堤の水通し断面と同じとすること。 

エ 基礎の根入れ 

  水通し天端を現河床にあわせて根入れの深さは水叩下端より 1.5ｍ以上とする。

ただし、岩盤の場合は、1.0ｍ以上とすることができる。 

オ 袖 

   袖は必ず設け、本堤に準じ、両岸に取付け、洪水等に対して絶対に越流させない

こと。勾配は水平とする。 

カ 洗掘防止対策 

   前面の埋戻しは残土中の転石で寄石を行うか、または、必要に応じてコンクリー

トブロック又はフトン篭等を施工すること。 

 

  （３）水叩 

ア 勾配 

 水叩天端を垂直壁の水通し天端と同高とし、原則として水平とすること。やむを

得ない場合でも、現渓床勾配の 1／2 までとし、かつ、1／15 程度以内とすること。 

イ 厚さ 

   水叩厚さは次式により求めるものとする。 
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ｄ＝α（0.6ｈ０＋3ｈ－1） 

ｄ ：水叩厚さ（ｍ） 

ｈ０：有効落差（ｍ） 

ｈ ：越流水深（ｍ） 

α ：係数 0.15 

ただし、水叩の厚さは 0.5ｍ以上とする。 

参 考 

      【表－１０】                   （単位 ｍ） 

ｈ０ 

ｈ 

5.0 

以下 
6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 

0.5 以下 0.5 0.55 0.65 0.75 0.85 0.95 1.00 1.10 1.20 

0.6 0.55 0.65 0.75 0.85 0.95 1.00 1.10 1.20 1.30 

0.8 0.65 0.75 0.85 0.95 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 

1.0 0.75 0.85 0.95 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 1.45 

1.2 0.85 0.95 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 1.45 1.55 

1.4 0.95 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 1.45 1.55 1.65 

1.6 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 1.45 1.55 1.65 1.75 

1.8 1.10 1.20 1.30 1.40 1.45 1.55 1.65 1.75 1.85 

2.0 1.20 1.30 1.40 1.45 1.55 1.65 1.75 1.85 1.90 

 

ウ 幅 

   本堤直下の水叩幅は、標準として本堤水通し上幅とすること。 

エ 長さ 

   次式にて計算するものとする。 

ℓ＝1.5（ｈ０＋ｈ）－ｎｈ１ 

ただし、  

ℓ ：水たたき L の長さ 

ｈ：越流水深 

ｈ０：有効落差 

ｎ ：表のり 

ｈ１：本堤高 

 ただし、ダム工、床固工等においては、（ｈ０＋ｈ）の 1.5 倍をとるのは上式のと

おりであるが、（ｈ／ｈ０）が 0.5 より大きい場合は 1.5 を 2.0 とすること。 

  【図－２】 

        

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ 

１:ｍ １:ｎ 
（
本
堤
） 

（水叩） 
垂
直
壁 

ｈ０ ｈ１ 
（側壁） 

ℓ  
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  （４）側壁（水叩部） 

ア 高さ 

  側壁護岸の高さは、垂直壁の袖天端に取付け上流に向って天端を水叩勾配以上とす

ること。 

イ 基礎 

  水叩き基礎と同高にすること。 

ウ 厚さ及び勾配 

  厚さ 40cm 以上のコンクリート又はブロック積とすること。水抜きは、内径 7.5cm

程度の塩化ビニール管とし３㎡に一箇所の割合に設けること。 

 

（Ⅱ）床固工 

  床固工 

ア 高さ 

  高さは通常の場合 5m 程度以下とし、水叩き及び垂直壁を設けるときも落差 3.0ｍ

～3.5ｍが限度である。 

イ 構造 

  構造については、防災えん堤（コンクリート重力式）に準じて設計するものとする。 

 

（Ⅲ）フィルダム 

フィルダムについては、平成 15 年 4 月農林水産省農村振興局「土地改良事業計画設計

基準」設計「ダム」技術書〔フィルダム編〕によること。 

 

 

１０ その他 

各施設の構造、強度については、土木学会制定標準仕様書、その他の土木学会の定める

基準、農林水産省が定める土地改良事業計画基準及びこれらに準ずる基準により定めるこ

と。 
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参 考 

 １ 粗度係数表［再掲］ 

 【表－１１】 

河川及び水路の状況 ｎの範囲 ｎの標準値 

一般河道 0.030～0.035 0.035 

急流河川及び川幅が広水深の浅河川 0.040～0.050 0.045 

三面張水路  0.025 

コンクリート人工水路 0.014～0.020 0.020 

コンクリート管及び U 字溝（コンクリート二次製品）  0.013 

U 型水路（現場打ちコンクリート）  0.015 

組立水路 0.025～0.033 0.030 

両岸石張小水路（泥土床）  0.025 

 

 ２ 洪水調節必要容量算定法 

 ＜計算方法＞ 

  【図－５】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （A） ：開発面積（ha） 

 （A１）：㋐地点の集水面積（ha） 

 （A２）：㋑地点の集水面積（ha） 

 （A３）：㋒地点の集水面積（ha） 

  Q  ：開発区域の許容放流量（㎥／sec） 

  Q１ ：㋐地点の現況流下能力（㎥／sec） 

  Q２ ：㋑地点の現況流下能力（㎥／sec） 

  Q３ ：㋒地点の現況流下能力（㎥／sec） 

 

（１）下流河川等の現況流下能力の最小値を見つける。下流河川等の流下能力の変化地点ごとに

比流量を算出し、その比流量が最小となる地点の比流量を選定する。 

  ア 現況流下能力の算出・・・Qｎ＝Vｎ・ａｎ 

   Ｑｎ：下流河川等の現況流下能力 

   Ｖｎ：下流河川等の流速（マニング公式） 

    ａｎ：下流河川等の断面積 

  イ 比流量の算出・・・Ｑｎ／Ａｎ 

    Ａｎ：集水面積 

    ㋐地点・・Ｑ１／Ａ１ 

    ㋑地点・・Ｑ２／Ａ２   最小値を選ぶ。 

    ㋒地点・・Ｑ３／Ａ３ 

  ウ 【図－５】の場合 

    比流量の最小地点・・㋑地点とする。 

㋒ 

（A） Q 

（A１） 

（A２） 

（A３） 

Q１ 

Q２ 

Q３ 

㋐ 

㋑ 

（流下能力最小地点） 
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（２）開発区域からの許容放流量を算出する。 

  ア 現況流下能力最小地点の比流量（図－５の場合、現況能力最小地点は㋑地点）と表８－

２の比流量を比較する。 

  イ 比較の結果、小さいほうの比流量により許容放流量を算出する。 

    Ｑ２／Ａ２ ＜（表８－２の比流量）の場合 

    Ｑ＝Ａ・Ｑ２／Ａ２ 

    Ｑ２／Ａ２ ＞（表８－２の比流量）の場合 

    Ｑ＝Ａ・（表８－２の比流量） 

（３）許容放流量に対応する降雨強度を算出する。 

    ｒｃ＝Ｑ・360／（ｆＡ） 

    ｒｃ：許容放流量に対応する降雨強度（㎜／hr） 

    ｆ：開発区域内の平均流出係数 

（４）洪水調節必要容量 

    V＝Fｒｃ・ｆ・A 

    V：洪水調節必要容量 

    Fｒｃ：（表－13）より(3)のｒｃに対応した値とする。 

 

＜計算例＞   岐阜地区、開発区域面積Ａ＝１０ha 

  【図－５－２】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （開発地の流出係数） 

   普通林地：2ha（流出係数 0.8） 

  裸  地：8ha（流出係数 1.0） 

  平均流出係数：ｆ＝（2×0.8＋8×1.0）／10＝0.96 

   （㋑地点の集水区域の流出係数） 

   普通林地：52ha（流出係数 0.8） 

  裸  地：8ha（流出係数 1.0） 

 農 地：40ha（流出係数 0.6） 

  平均流出係数：ｆ＝（52×0.8＋8×1.0＋40×0.6）／100＝0.74 

 

（１）下流河川等の現況流下能力を算出し、その比流量が最小となる地点での比流量を選定する。 

   ㋐地点・・Q１／A１＝12／50＝0.24 ㎥／sec／ha 

㋑地点・・Q２／A２＝20／100＝0.20 ㎥／sec／ha 

㋒地点・・Q３／A３＝60／200＝0.30 ㎥／sec／ha 

ゆえに㋑地点が比流量最小地点・・Q２／A２＝0.20 

（２）開発区域からの許容放流量を算出する。 

  ア 現況流下能力最小地点の比流量と表８－２の比流量を比較する。 

    Q２／A２＝0.20 ＜（表８－２の比流量）＝0.226 

㋒ 

開発地 

A=10ha ㋐ 

㋑ 

A１＝50ha    
Q１＝12 ㎥／sec 

A２＝100ha    
Q２＝20 ㎥／sec 

A3＝200ha    
Q3＝60 ㎥／sec 
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  イ 比較の結果、小さい方の比流量により許容放流量を算出する。 

    Q＝A・Q２／A２ 

     ＝10×20／100 

     ＝2.0 ㎥／sec 

（３）許容放流量に対応する降雨強度を算出する。 

   rc＝Q・360／（ｆ・A） 

    ＝2.0×360／（0.96×10） 

    ＝75 ㎜／hr 

（４）洪水調節必要容量 

 （ア）rc 75 ㎜／hr に対応する Frc：431【表－13】 

 （イ）A＝10ha 

 （ウ）ｆ＝0.96 

    ※ V＝Frc・ｆ・A 

      ＝431×0.96×10＝4,137.6 ㎥ 
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洪水調節容量算定表（Frc） 

【表－１２】 

rc 

(㎜) 

岐阜地区 下呂地区 高山地区 rc 

(㎜) 

岐阜地区 下呂地区 高山地区 

1/30 1/30 1/30 1/30 1/30 1/30 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

1683 

1572 

1482 

1407 

1343 

1287 

1649 

1535 

1442 

1365 

1299 

1242 

1006 

924 

859 

805 

760 

721 

61 

62 

63 

64 

65 

503 

497 

491 

486 

480 

425 

419 

413 

408 

402 

236 

233 

230 

227 

224 

66 

67 

68 

69 

70 

475 

470 

464 

459 

454 

396 

391 

386 

381 

375 

221 

219 

216 

213 

210 

11 

12 

13 

14 

15 

1238 

1193 

1154 

1118 

1084 

1191 

1145 

1104 

1066 

1031 

687 

657 

631 

607 

585 71 

72 

73 

74 

75 

449 

445 

440 

435 

431 

370 

366 

361 

356 

351 

208 

205 

203 

200 

197 

16 

17 

18 

19 

20 

1054 

1025 

999 

974 

951 

1000 

970 

942 

917 

893 

565 

547 

530 

514 

500 76 

77 

78 

79 

80 

426 

422 

417 

413 

409 

347 

342 

338 

333 

329 

196 

193 

191 
21 

22 

23 

24 

25 

930 

909 

889 

871 

853 

870 

848 

828 

809 

790 

486 

473 

461 

450 

439 81 

82 

83 

84 

85 

405 

401 

397 

393 

389 

325 

321 

317 

313 

309 

 

26 

27 

28 

29 

30 

837 

821 

805 

791 

777 

773 

756 

740 

725 

710 

429 

419 

410 

401 

392 86 

87 

88 

89 

90 

385 

381 

377 

374 

370 

305 

301 

298 

293 

289 

 

31 

32 

33 

34 

35 

763 

751 

738 

725 

714 

696 

682 

669 

656 

644 

384 

377 

369 

362 

355 91 

92 

93 

94 

95 

366 

363 

359 

356 

352 

285 

281 

277 

274 

270 

 

36 

37 

38 

39 

40 

702 

692 

681 

671 

661 

632 

621 

610 

599 

589 

349 

342 

336 

330 

325 96 

97 

98 

99 

100 

349 

346 

343 

339 

336 

267 

263 

260 

256 

253 

 

41 

42 

43 

44 

45 

651 

642 

633 

624 

615 

579 

569 

560 

550 

542 

319 

314 

309 

304 

299 101 

102 

103 

104 

105 

333 

330 

327 

324 

321 

  

46 

47 

48 

49 

50 

607 

599 

591 

583 

576 

533 

524 

516 

508 

500 

294 

289 

285 

281 

276 106 

107 

108 

109 

110 

318 

315 

312 

309 

307 

  

51 

52 

53 

54 

55 

568 

561 

554 

547 

540 

493 

485 

478 

471 

464 

272 

268 

264 

261 

257 111 

112 

113 

114 

115 

116 

304 

301 

298 

296 

293 

290 

  

56 

57 

58 

59 

60 

534 

527 

521 

515 

509 

457 

450 

444 

437 

431 

253 

250 

246 

243 

240 

     ※Frc＝（ｒ1－ｒｃ／2）ｔ1／360 
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【図－６】岐阜県降雨強度ブロック分割図 
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３ し尿浄化槽設計水量算定基準 

 設計水量については、表－13（建築物の用途別によるし尿浄化槽の処理対象人員算定基準）によること。 

 なお、運用上の留意事項は、［屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準・小規模合併処理浄化槽構造基準・同解説］（建設省住宅局建築指導

課監修、日本建築センター）によることとし、住宅団地造成に伴い設けられる集中し尿浄化槽については、前記のほか、次に掲げる事項に

留意すること。 

(1) 戸建住宅団地の場合で、宅地分譲等、建物規模が不確定な場合は、戸当たりの処理対象人員は、6人とすること。 

(2) 浸透地下水等を考慮し、１人・１日当たりの汚水量に 10％程度加算するものとする。 

 

（表－13） 建築物の用途によるし尿浄化槽の処理対象人員算定基準 

類

似

用

途

別

番

号 

建    築    用    途 

処  理  対  象  人  員 

算定単位当たりの汚水量及び BOD

濃度参考値 

処理対象人員(n)1 人当たりの汚水

量及び BOD 量参考値 

合 併 処 理 対 象 合 併 処 理 

算 定 人 員 算  定  単  位 汚 水 量 B O D 
水  量 

負荷算定 

B O D 

負荷算定 

１ 

集

会

場

施

設

関

係 

イ 公会堂・集会場・劇場・映画館・演芸場 n=0.08A 
n：人員（人） 

A：述べ面積（㎡） 

16 

(ℓ/㎡･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

(ℓ/人･日) 

○ 

(200) 

(g/人･日) 

 

(30) 

ロ 競輪場・競馬場・競艇場 n=16c 
n：人員（人） 

c：総便器数（個） 

2,400 

(ℓ/個･日) 

260 

(㎎/ℓ) 
 

(150) 

○ 

(40) 

ハ 観覧場・体育館 n=0.065A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡） 

10 

(ℓ/㎡･日) 

260 

(㎎/ℓ) 

 

(155) 

○ 

(40) 

２ 

住

宅

施

設

関

係 

イ 

住 

 

宅 

A≦130 の場合 n=5 

n：人員（人） 

A：述べ面積（㎡） 

200 

(ℓ/人･日) 

200 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(40) 
130＞A の場合 n=7 

台所が２か所以上でかつ、浴室

が２か所以上の場合 
n=10 

ロ 共 同 住 宅 n=0.05A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡）※ 

10 

(ℓ/㎡･日) 

200 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(40) 

ハ 下 宿 ・ 寄 宿 舎 n=0.07A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡） 

14 

(ℓ/㎡･日) 

140 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(28) 
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類

似

用

途

別

番

号 

建    築    用    途 

処  理  対  象  人  員 

算定単位当たりの汚水量及び BOD

濃度参考値 

処理対象人員(n)1 人当たりの汚水

量及び BOD 量参考値 

合 併 処 理 対 象 合 併 処 理 

算 定 人 員 算  定  単  位 汚 水 量 B O D 
水  量 

負荷算定 

B O D 

負荷算定 

ニ 
学校寄宿舎・自衛隊キャンプ宿舎・老人

ホ ー ム ・ 養 護 施 設 
n=P 

n：人員（人） 

P：定員（人） 

200 

(ℓ/人･日) 

200 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(40) 

※ただし、1 戸当たりのｎが、3.5 人以下の場合は、1 戸当たりのｎを 3.5 人又は 2 人（1 戸が 1 居間室だけで構成されている場合に限る）とし、1 戸当たりのｎが 6 人以上の場合は、1 戸
当たりのｎを 6 人とする。 
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類

似

用

途

別

番

号 

建    築    用    途 

処  理  対  象  人  員 

算定単位当たりの汚水量及び BOD

濃度参考値 

処理対象人員(n)1 人当たりの汚水

量及び BOD 量参考値 

合 併 処 理 対 象 合 併 処 理 

算 定 人 員 算  定  単  位 汚 水 量 B O D 
水  量 

負荷算定 

B O D 

負荷算定 

3 

宿 

泊 

施 

設 

関 

係 

イ ホテル・旅館 

n=0.15A 

結婚式場・宴会場有 

n：人員（人） 

A：延べ面積（m2） 

30 

(ℓ/人･日) 

200 

(㎎/ℓ) 

(ℓ/人･日) 

○ 

(200) 

(g/人･日) 

○ 

(40) 

n=0.075A 

結婚式場・宴会場無 

n：人員（人） 

A：延べ面積（m2） 

30 

(ℓ/人･日) 

100 

(㎎/ℓ) 

○ 

(400) 

○ 

(40) 

ロ モーテル n=5R 
n：人員（人） 

R：客室数 

1,000 

(ℓ/室･日) 

50 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(40) 

ハ 
簡易宿泊所・合宿所・ユースホステル・

青年の家 
n=P 

n：人員（人） 

P：定員（人） 

200 

(ℓ/人･日) 

200 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(40) 

4 

医

療

施

設

関

係 

イ 

病 院 、 

療養所 

伝染病院 

業務用の厨

房設備又は

洗濯設備を

設ける場合 

300 床未満の

場合 
n=8B 

n：人員（人） 

 

B：ベッド数（床） 

ベッド数 

300 床以下 

1,000 

(ℓ/床･日) 

 

厨房・洗濯施設

のある施設 

320 

(㎎/ℓ) 

 

(125) 

○ 

(40) 

300 床以上の

場合 

n=11.43 

(B－300) 

+2,400 

○ 

(113) 

 

(36) 

業務用の厨

房設備又は

洗濯設備を

設けない場

合 

300 床未満の

場合 
n=5B ベッド数 

300 床を超える

床数 

1,300 

(ℓ/㎡･日) 

厨房・洗濯施設

のない施設 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

300 床以上の

場合 

n=7.14 

(B－300) 

+1,500 

○ 

(182) 

 

(27) 

ロ 診療所・医院 n=0.19A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡） 

25 

(ℓ/㎡･日) 

300 

(㎎/ℓ) 

 

(130) 

○ 

(40) 
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類

似

用

途

別

番

号 

建    築    用    途 

処  理  対  象  人  員 

算定単位当たりの汚水量及び BOD

濃度参考値 

処理対象人員(n)1 人当たりの汚水

量及び BOD 量参考値 

合 併 処 理 対 象 合 併 処 理 

算 定 人 員 算  定  単  位 汚 水 量 B O D 
水  量 

負荷算定 

B O D 

負荷算定 

3 

店 
 

舗 
 

関 
 

係 

イ 店舗・マーケット n=0.075A 

n：人員（人） 

A：延べ面積（m2） 

15 

(ℓ/ /㎡･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

(ℓ/人･日) 

○ 

(200) 

(g/人･日) 

○ 

(30) 

ロ 百貨店 n=0.15A 
30 

(ℓ/ /㎡･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(30) 

ハ 飲 食 店 

一般の場合 n=0.72A 
130 

(㎎/ℓ) 

220 

(㎎/ℓ) 
 

(180) 

○ 

(40) 

汚濁負荷の高い場合 n=2.94A 
260 

(㎎/ℓ) 

450 

(㎎/ℓ) 

 

(90) 

○ 

(40) 

汚濁負荷の低い場合 n=0.55A 
110 

(㎎/ℓ) 

200 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(40) 

ニ 喫 茶 店 n=0.80A 
160 

(㎎/ℓ) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(30) 
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類

似

用

途

別

番

号 

建    築    用    途 

処  理  対  象  人  員 

算定単位当たりの汚水量及び BOD

濃度参考値 

処理対象人員(n)1 人当たりの汚水

量及び BOD 量参考値 

合 併 処 理 対 象 合 併 処 理 

算 定 人 員 算  定  単  位 汚 水 量 B O D 
水  量 

負荷算定 

B O D 

負荷算定 

６ 

娯 

 

 

楽   

 

 

施 

 

 

設 

 

 

関 

 

 

係 

イ 玉突場・卓球場 n=0.075A 

n：人員（人） 

 

A：延べ面積（㎡） 

15 

(ℓ/㎡･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

(ℓ/人･日) 

○ 

(200) 

(g/人･日) 

 

(30) 

ロ パチンコ店 n=0.11A 
22 

(ℓ/㎡･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

ハ 
囲碁クラブ 

マージャンクラブ 
n=0.15A 

30 

(ℓ/㎡･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

二 ディスコ n=0.50A 
100 

(ℓ/㎡･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

ホ ゴルフ練習場 n=0.25S 
n：人員（人） 

S：打席数(数) 

50 

(ℓ/席･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

へ ボーリング場 n=2.50L 
n：人員（人） 

L：レーン数（レーン） 

500 

(ℓ/ﾚｰﾝ･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

ト バッティング場 n=0.20S  
n：人員（人） 

S：打席数(数) 

40 

(ℓ/席･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

チ テニス場 

ナイター設備無 

n=2S n：人員（人） 

S：コート面数(面) 

400 

(ℓ/面･日)  150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 

ナイター設備有 

n=3S 

600 

(ℓ/面･日) 

○ 

(200) 

 

(30) 

リ 遊園地・海水浴場 n=16C 
n：人員（人） 

C：総便器数(個) 

2,400 

(ℓ/面･日)  

260 

(㎎/ℓ) 

○ 

(150) 

○ 

(40) 

ヌ プール・スケート場 n={(20c+120u)/8}×t 

n：人員（人） 

c：大便器数(個) 

u：小便器数(個) 

t：単位便器当たり 1 日平均

使用時間(時間) 

  t：1.0～2.0 

－ 
150 

(㎎/ℓ) 
－ － 

ル キャンプ場 n=0.56P  
n：人員（人） 

P：収容人員(人) 

70 

(ℓ/人･日)  

320 

(㎎/ℓ) 

○ 

(125) 

○ 

(40) 

ヲ ゴルフ場 n=21H 
n：人員（人） 

H：ホール数(ホール) 

250 

(ℓ/人･日)  

130 

(㎎/ℓ) 

○ 

(250) 

 

(26) 
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類

似

用

途

別

番

号 

建    築    用    途 

処  理  対  象  人  員 

算定単位当たりの汚水量及び BOD

濃度参考値 

処理対象人員(n)1 人当たりの汚水

量及び BOD 量参考値 

合 併 処 理 対 象 合 併 処 理 

算 定 人 員 算  定  単  位 汚 水 量 B O D 
水  量 

負荷算定 

B O D 

負荷算定 

７ 

駐

車

場

関

係 

イ 
サービスエ

リア 

便

所 

一般部 n=3.60P 

n：人員（人） 

P：駐車ます数（ます） 

400 

(ℓ/ます･日) 

300 

(㎎/ℓ) 

(ℓ/人･日) 

 

 

(135) 

 

(g/人･日) 

 

○ 

(40) 

 

観光部 n=3.83P 
510 

(ℓ/ます･日) 

売店なし PA n=2.55P 
340 

(ℓ/ます･日) 

売

店 

一般部 n=2.66P 
180 

(ℓ/ます･日) 500 

(㎎/ℓ) 

 

(115) 

○ 

(40) 
観光部 n=2.81P 

190 

(ℓ/ます･日) 

ロ 駐車場・自動車車庫 n={(20c+120u)/8}×t 

n：人員（人） 

c：大便器数(個) 

u：小便器数(個) 

t：単位便器当たり 1 日平均

使用時間(時間) 

  t：0.4～2.0 

－ － － － 

ハ ガソリンスタンド n=20 
n：人員（人） 

１営業所当たり 
－ － － － 

８ 

学

校

施

設

関

係 

イ 
保育所・幼稚園 

小学校・中学校 
n=0.20P 

n：人員（人） 

P：定員（人） 

50 

(ℓ/人･日) 

180 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(36) 

ロ 
高等学校・大学・ 

各種学校 
n=0.25P 

n：人員（人） 

P：定員（人） 

60 

(ℓ/人･日) 

180 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(36) 

ハ 図書館 n=0.08A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡） 

16 

(ℓ/人･日) 

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

○ 

(30) 

９ 

事

務

所

関

係 

イ 事 務 所 

厨房設備有 n=0.075A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡） 

10 

(ℓ/㎡･日) 

200 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(40) 

厨房設備無 n=0.06A 
n：人員（人） 

S：延べ面積（㎡） 

10 

(ℓ/㎡･日)  

200 

(㎎/ℓ) 

 

(270) 

○ 

(40) 

10 

作

業

場

関

係 

イ 

工場・ 

作業所 

研究所・ 

試験場 

厨房設備有 n=0.75P 
n：人員（人） 

P：定員（人） 

100 

(ℓ/人･日)  

300 

(㎎/ℓ) 

 

(133) 

○ 

(40) 

厨房設備無 n=0.30P 
n：人員（人） 

P：定員（人） 

60 

(ℓ/人･日)  

150 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(30) 
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類

似

用

途

別

番

号 

建    築    用    途 

処  理  対  象  人  員 

処理対象人員(n)1 人当たりの 

汚水量及び BOD 量参考値 

合 併 処 理 対 象 合 併 処 理 

算 定 人 員 算  定  単  位 汚 水 量 B O D 
水  量 

負荷算定 

B O D 

負荷算定 

11 

１

か

ら

1

0

の

用

途

に

属

さ

な

い

施

設 

イ 市 場 n=0.02A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡） 

4.2 

(ℓ/㎡･日) 

200 

(㎎/ℓ) 

(ℓ/人･日) 

○ 

(200) 

(g/人･日) 

○ 

(40) 

ロ 公 衆 浴 場 n=0.17A 
n：人員（人） 

A：延べ面積（㎡） 

33 

(ℓ/㎡･日) 

50 

(㎎/ℓ) 

○ 

(200) 

 

(10) 

ハ 公 衆 便 所 n=16c 
n：人員（人） 

c：総便器数（個） 
2,400 260  

○ 

 

二 駅 ・ バ ス タ ー ミ ナ ル 

乗降客 

10 万人/日未満 

n=0.008P 

乗降客 

 10 万人以上～20

万人未満 

n＝0.010P 

乗降客 

 20 万人/日以上 

n＝0.013P 

n：人員（人） 

P：乗降客数（人/日） 
－ － ○  
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４ 盛切の標準断面（現地盤の土砂の場合） 

  【図－７】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  単位：cm 

           注１．盛土材料により法面勾配を決定すること。 

          ２．地山の土質及び地質により法面勾配を決定すること。 

 

５ サンドマット 

  【図－８】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 段切り 

  【図－９】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1：1.8 以上 

200 以上 

500 以下 

50 以上 

500 以下 

200 以上 

200 以上 

1：1.5 以上 

サンドマットの厚さ 

砂の場合 15cm 以上 
れきの場合 30cm 以上 

L2 

L3 

L1 

1：1.8 以上 

1：1.8 以上 

1：1.8 以上 

流出防止 

現地盤線 

H1 

H2 

H3 

L1≧2H1  tan0≧0.04 

L1

2 

0 

1：1.8 以上 

1：1.8 以上 

H=0.5～2.0m 

3～5％ 

3.0m≧L≧1.0m 

L 

H 

現地盤線 
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７ 採掘終了後の残壁に対する措置 

  ア 硬質岩（主に砕骨材）の採取場については、階段の高さは 10 メートル以下、階

段の巾は 2 メートル以上として、残壁法面の勾配は 50 度以下とすること。 

  【図－１０】 

 
 

  イ 軟質岩（主に埋立用）の採取場については、階段の高さは 10 メートル以下、階

段の巾は 3 メートル以上とし、残壁法面の勾配は 50 度以下とすること。 

  ウ 風化岩石（主として風化花崗岩）又は粘土の採取場については、階段の高さは 5

メートル以下、階段の巾は 3 メートル以上とし、残壁法面の勾配は 45 度以下と

すること。 

  エ ア～ウの採取場のうち、残壁に砂利層が残存する箇所については、階段の高さ 5

メートル以下、階段の巾は 2 メートル以上とし、残壁法面の勾配は 35 度以下と

すること。 

 

  注：開発区域が森林の場合は、原則として幅 30 メートル以上の残置森林又は造成

森林をもって保全区域を確保すること。 


